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「 PHEIM ASEAN株式ファンド」の基準価額の変動について

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的な大流行（パンデミック）によるグローバル景気見通し

の悪化から世界的な株安が継続、また、感染者急増で首都バンコクの部分的ロックダウン（封鎖）を発表し

たタイを始め、アジアでも実施された大規模な行動制限が嫌気され、3月24日の基準価額に反映される現地

23日のアセアン株式は軒並み安、基準価額は前日比▲5.29％の5,178円、前月末比では▲31.36％と

なりました。

日付 基準価額 前日比騰落率 前月末比騰落率

2020年3月23日(月) 5,467円 +0.39％ ▲27.53％

2020年3月24日(火) 5,178円 ▲5.29％ ▲31.36％

【ご参考資料】
2020年3月25日

アストマックス投信投資顧問株式会社

➢ 基準価額下落の背景

欧州や米国を中心にCOVID-19のパンデミックを食い止めるための非常措置が強化され、実体経済への悪
影響が一段と深刻さを増しています。予想されるグローバル・リセッション（景気後退）を緩和すべく、各国で
金融、財政両面から積極的な経済支援を進めつつあるものの、金融市場は世界的に不安定な動きが続いて
います。米国では、3月に入り2度の緊急利下げが実施され、量的緩和が再開されたほか、トランプ政権は2
兆ドル（約220兆円）に上る経済対策を検討していますが、全米の感染者数は4万人を超え、ニューヨーク
州やカリフォルニア州など15を超える州では外出規制や施設閉鎖が実施されるなど、全米人口の約半数が各
種強制措置の影響下にあり、景気の先行き見通しは更に混迷を深めています。

世界的な株式市場の急落に連れ、当ファンドが主要投資対象とするアセアン株式も下落基調を続けています。
ここ数日で感染者数が爆発的に増加し非常事態宣言が予定されるタイ株は急落、3月24日の基準価額に
反映される現地23日のタイSET指数は前日比▲9.1%となりました。マレーシア総合指数は同▲3.3%、シ
ンガポールST指数は同▲7.4%、インドネシアジャカルタ総合指数は同▲4.9%と主要アセアン市場は軒並
み下落しています。当ファンドが保有する個別銘柄では、足元の金価格下落を受けシンガポールの金鉱株が
大幅安となったほか、原油価格下落が材料となってマレーシアの石油サービス等が売られて、基準価額にマイ
ナスに働きました。

騰落率は小数点第3位を四捨五入しています。
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マレーシア総合指数 ▲3.3％

インドネシアジャカルタ総合指数 ▲4.9％

タイSET指数 ▲9.1％

フィリピン総合指数 ▲0.7％

シンガポールST指数 ▲7.4％

ハンセン中国企業株指数（H株） ▲4.0％

台湾加権指数 ▲3.7％

マレーシアリンギ ▲0.6％

インドネシアルピア ▲4.3％

タイバーツ 0.0％

フィリピンペソ ▲0.9％

シンガポールドル ▲0.1％

香港ドル ▲0.1％

台湾ドル ▲0.5％

現地通貨ベース株価指数騰落率（3月23日、対前営業日比） 対円為替※騰落率（3月24日、対前営業日比）

主な投資対象国の代表的株価指数を掲載しています。投信協会およびブルームバーグのデータを基にアストマックス投信投資顧
問株式会社が作成。表中の騰落率は小数点第2位を四捨五入しています。

➢ 今後の見通しと運用方針

COVID-19のパンデミックが収束するタイミングは予想し難く、経験の無い規模の景気後退を予測する悲観論
も取り沙汰されるなど、高まる先行き不透明感を背景に、金融市場は目先不安定な動きが続くと見ています。
一方で、主要中央銀行による協調的な緩和策の強化や、GDPの1割に相当するトランプ政権の大規模な経
済対策など、各国政府の機動的かつ積極的な景気刺激策は当面の相場の下支えとして働く見通しです。当
ファンドでは、3月11日付けレポートでご報告の通り、足元のパニック売りによる株価下落でアセアン株式の割
安感が高まっていると判断し、バランスシートが健全で株価が割安な優良銘柄を中心に底値拾いを進め、
徐々に株式組み入れ比率を引き上げる方針です。

※ 為替はファンドの評価に使用しているTTM（電信相場仲
値）です。

※ 「今後の見通しと運用方針」は当ファンドの投資顧問会社であるフェイム・アセット・マネジメントからのコメントを基に、アストマック
ス投信投資顧問株式会社が作成。
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当ファンドの主なリスク

当ファンドは、主として株式など値動きのある有価証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります）に投
資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損
失を被り、投資元本を割込むことがあります。当ファンドの運用による損益は、全て投資者の皆様に帰属します。なお、
投資信託は預貯金と異なります。当ファンドの基準価額の主な変動要因は以下の通りです。

一般に、株式の価格は経済・政治情勢や発行企業の業績等の影響を受け変動しますので当ファンドが組入れて
いる株式の価格が変動し、損失を被るリスクがあります。

市場規模が小さく、取引量が少ない場合などには、機動的に売買できない可能性があります。アジア諸国の株式
は、一般に先進諸国の株式等に比べて流動性リスクが高いと考えられます。

流動性リスク

株式や公社債等の発行体が経営不安、倒産等に陥った場合、投資資金が回収できなくなるリスクがあります。ま
た、こうした状況が生じた場合、またそれが予想される場合には、当該株式等の価格は下落し、損失を被るリスク
があります。

信用リスク

発行国の政治、経済および社会情勢の変化により、金融・証券市場が混乱し、金融商品等の価格が大きく変動す
る可能性があります。また、法制度や決済制度、政府規制、税制、送金規制等の変化により、運用の基本方針に
沿った運用を行なうことが困難になる可能性があります。

カントリー・リスク

為替リスク

外貨建資産に対し原則として為替ヘッジを行ないませんので、為替相場の変動により当ファンドの基準価額が影
響を受けます。

株価変動リスク

委託会社その他関係法人

販売会社 登録番号 加入協会

藍澤證券株式会社 金融商品取引業者関東財務局長（金商）第6号
日本証券業協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

委託会社 ： アストマックス投信投資顧問株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第387号
一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会／
一般社団法人第二種金融商品取引業協会
信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）・運用報告書の作成等を行います。

投資顧問会社 ： フェイム・アセット・マネジメント
運用の指図に係る権限の一部の委託を受け、信託財産の運用指図を行います。

受託会社 ： みずほ信託銀行株式会社
信託財産の保管管理等を行います。

販売会社 ：

募集の取扱い、販売、一部解約の実行の請求の受付、収益分配金・償還金および一部解約金の支払い等を行います。
投資信託説明書（交付目論見書）の提供は販売会社にて行います。
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■ 投資者が直接的に負担する費用

ファンドの費用

信託報酬

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純
資産総額に年1.815％（税抜年1.65％）の率を乗じて得た額です。
委託会社、販売会社、受託会社間の配分については右記のとおりです。
信託財産の運用の指図に対する投資顧問会社の報酬は、右記の委託会
社が受取る報酬の中から支払われます。
右記の信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終
了日が休業日の場合は、翌営業日とします。）、毎計算期末または信託
終了のときに、信託財産中から支払われます。

配分（税抜） 役務の内容

委託会社 年1.20％ 資金の運用の対価

販売会社 年0.40％
運用報告書等各種書類の送
付、口座内でのファンドの管理
、購入後の情報提供等の対価

受託会社 年0.05％
運用財産の管理、委託会社か
らの指図の実行の対価

実績報酬
11.0％（ハイ・ウォーター・マーク方式 消費税等相当率込み）。
運用実績に応じた額（一定時点毎の基準価額が、過去の一定時点における最高値を更新している場合のみ）とします。

その他の費用・
手数料

①法定開示に係る費用、公告に係る費用、信託財産に係る監査人、法律顧問、税務顧問に対する報酬等は、信託報酬の支払いと同一
の時期に信託財産中から支払われます。
②有価証券売買時の売買委託手数料、借入金の利息、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、外貨建資産の保管
等に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息等がお客様の保有期間中、その都度信託財産中から支払われます。
これらの費用については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を示すことができません。

購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、3.85％（税抜3.50％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
購入時手数料は、購入時の商品および投資環境に関する説明や情報提供、事務手続き等の対価として販売会社にお支払いいただ
きます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 基準価額に0.30％の率を乗じて得た額とします。

■ 投資者が信託財産で間接的に負担する費用

※当ファンドの手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

お申込メモ

購入単位 最低単位を１円単位または１口単位として販売会社が定める単位とします。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします（ファンドの基準価額は１万口当たりで表示しています）。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単価 換金単位最低単位を１口単位として販売会社が定める単位とします。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額とします。

換金代金 換金代金は、換金申込受付日から起算して６営業日目から販売会社でお支払いします。

申込締切時間 午後３時までとします。

購入の申込期間 2014年12月26日以降です。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行なうため、換金の金額に制限を設ける場合があります。

購入・換金申込不可日 クアラルンプール証券取引所の休業日の場合は、原則として購入・換金の申込みを受付けないものとします。

信託期間 2024年11月20日までとします（2014年12月26日当初設定）。

繰上償還 受益権の口数が10億口を下ることとなった場合等には、繰上償還となる場合があります。

決算日 原則として、毎年11月20日に決算を行ないます。なお、当該日が休日の場合は翌営業日とします。

収益分配
原則として、年１回の決算日に、収益分配方針に基づいて分配を行ないます。
当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金受取コース」があります。なお、お取扱い可能なコースおよびコース名に
ついては異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせください。

信託金の限度額 信託金の限度額は、1,000億円とします。


